
制定 令和２年２月５日 原規規発第 2002054 号-1 原子力規制委員会決定 

令和２年２月５日 

原子力規制委員会 

加工施設の技術基準に関する規則の解釈の制定について 

加工施設の技術基準に関する規則の解釈を別添のとおり定める。 

附 則 

１ この規程は、加工施設の技術基準に関する規則の施行の日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に原子力利用における安全対策の強化のための核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律

（平成２９年法律第１５号）第３条の規定による改正前の核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第１６条の

４第２項、第２８条の２第２項又は第４６条の２第２項の規定に基づき認可

を受けた溶接の方法において、溶接をする者として確認を受けた者は、別紙－

３（溶接士技能認証標準）２．又は３．の溶接士の技能の確認を受けた者とみ

なす。 

３ 加工施設及び再処理施設の溶接の方法の認可について（１２安局第２１２

号（平成１２年１２月２７日科学技術庁原子力安全局長通知））は、以後用い

ない。 



別添
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〇加工施設の技術基準に関する規則の解釈

加工施設の技術基準に関する規則に定める技術的要件を満足する技術的内容は、この解釈に限定されるものではなく、同規則に照らして十分な保安水準の確保が

達成できる技術的根拠があれば、同規則に適合するものと判断する。

加工施設の技術基準に関する規則 加工施設の技術基準に関する規則の解釈 

（材料及び構造） 

第十五条 安全機能を有する施設に属する容器及び管並びにこれらを支持

する構造物のうち、加工施設の安全性を確保する上で重要なもの（以下こ

の項において「容器等」という。）の材料及び構造は、次に掲げるところ

によらなければならない。この場合において、第一号及び第三号の規定に

ついては、法第十六条の三第二項に規定する使用前事業者検査の確認を行

うまでの間適用する。 

一 容器等に使用する材料は、その使用される圧力、温度、荷重その他の

使用条件に対して適切な機械的強度及び化学的成分を有すること。 

二 容器等の構造及び強度は、次に掲げるところによるものであること。

イ 設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑えること。

ロ 容器等に属する伸縮継手にあっては、設計上定める条件で応力が繰

り返し加わる場合において、疲労破壊が生じないこと。 

ハ 設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

三 容器等の主要な溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。以下同じ。）

は、次に掲げるところによるものであること。 

第１５条（材料及び構造） 

１ 第１項第２号イの「全体的な変形を弾性域に抑えること」とは、構造上

の全体的な変形を弾性域に抑えることに加え、材料の引張り強さに対して

も十分な構造強度を有することをいう。 

２ 第１項第３号に規定する「容器等の主要な溶接部」とは、次に掲げる容

器又は管の溶接部をいう。 

⑴ プルトニウム又はプルトニウム化合物を含む液体状又は気体状の物

質を内包する容器又は管であって、次のいずれかに該当するもの 



2 

加工施設の技術基準に関する規則 加工施設の技術基準に関する規則の解釈 

イ その内包するプルトニウムの放射能濃度が 37mBq/cm3（液体状の物

質を内包する場合は、37kBq/cm3）以上のもの 

ロ その内包するプルトニウムの放射能濃度が 37µBq/cm3（液体状の物

質を内包する場合は、37Bq/cm3）以上の容器（イに規定するものを除

く。）であって、最高使用圧力が 98kPa 以上のもの又は内容積が 0.04m3

を超えるもの 

ハ その内包するプルトニウムの放射能濃度が 37µBq/cm3（液体状の物

質を内包する場合は、37Bq/cm3）以上の管（イに規定するものを除く。）

であって、外径 61mm（最高使用圧力が 98kPa 未満の管にあっては、

100mm）を超えるもの（放射性物質の閉じ込め区域内にあって内部の圧

力が外部の圧力より低く維持されているダクトを除く。） 

⑵ ウラン又はウランの化合物を含む気体状の物質を内包する容器又は

管（その容器又は管の内部の圧力が外部の圧力より低く維持されている

もの及び(1)に規定するものを除く。）であって、次のいずれかに該当す

るもの 

イ その内包するウランの放射能濃度が 37mBq/cm3 以上の容器であっ

て、最高使用圧力が 98kPa 以上のもの又は内容積が 0.04m3を超えるも

の 

ロ その内包するウランの放射能濃度が 37mBq/cm3 以上の管であって、

外径 61mm（最高使用圧力が 98kPa 未満の管にあっては、100mm）を超

えるもの 
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加工施設の技術基準に関する規則 加工施設の技術基準に関する規則の解釈 

⑶ ウラン又はウランの化合物を含む液体状の物質を内包する容器又は

管（⑴に規定するものを除く。）であって、次のいずれかに該当するも

の 

イ その内包するウランの量が 500kg 以上の容器 

ロ その内包するウランの放射能濃度が 37kBq/cm3 以上の容器（イに規

定するもの及びその内包するウランの量が 5kg 未満の容器を除く。） 

ハ その内包するウランの放射能濃度が 37kBq/cm3 以上の管（その内包

するウランの量が 5kg 未満の容器に附属する管を除く。）であって、

液体状の六ふっ化ウランを内包するもの又は外径 61mm（最高使用圧力

が 98kPa 未満の管にあっては、100mm）を超えるもの 

⑷ 六ふっ化ウランの加熱容器であって、液体状の六ふっ化ウラン又は大

気圧を超える圧力の気体状の六ふっ化ウランを内包する容器からの漏

えいの拡大を防止する機能を有するもの（加熱するウランの量が 5kg 未

満のものを除く。） 

⑸ プルトニウムの放射能濃度が 37kBq/cm3 以上の液体状の物質を内包す

る容器又は管からの漏えいの拡大を防止するために設置されるドリッ

プトレイその他の容器 

⑹ 胴の外径が 150mm 以上の容器又は外径 150mm 以上の管（⑴から⑸に規

定する容器又は管を除く。）であって、プルトニウム、ウラン若しくは

それらの化合物を含む液体状若しくは気体状の物質を内包し、又は非常

用電源設備その他の安全上重要な施設に属するもののうち、次に定める

圧力以上の圧力を加えられる部分について溶接をするもの 
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加工施設の技術基準に関する規則 加工施設の技術基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

 

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

 

 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部の確保

に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを非破壊試験により確

認したものであること。 

 

 

 

 

 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法及び溶接設備

並びに適切な技能を有する溶接士であることをあらかじめ確認した

ものにより溶接したものであること。 

 

イ 液体用の容器又は管であって、最高使用温度がその液体の沸点未満

のものについては、最高使用圧力 1,960kPa 

ロ イに規定する容器以外の容器については、最高使用圧力 98kPa 

ハ イに規定する管以外の管については、最高使用圧力 980kPa（長手継

手の部分にあっては、490kPa） 

３ 第１項第３号イに規定する「不連続で特異な形状でないもの」とは、溶

接部の設計において、溶接部の開先等の形状に配慮し、鋭い切欠き等の不

連続で特異な形状でないものをいう。 

４ 第１項第３号ロに規定する「溶接による割れが生ずるおそれがなく」と

は、溶接後の非破壊試験において割れがないことに加え、溶接時の有害な

欠陥により割れが生ずるおそれがないことをいい、「健全な溶接部の確保

に有害な溶込み不良その他の欠陥がないこと」とは、溶接部の設計及び形

状が溶込み不足を生じがたいものであり、溶接部の表面及び内部に有害な

欠陥がないことをいう。 

５ 第１項第３号ロに規定する「非破壊試験」とは、放射線透過試験、超音

波探傷試験、磁粉探傷試験、浸透探傷試験、目視試験等をいう。 

６ 第１項第３号ハに規定する「適切な強度を有する」とは、母材と同等以

上の機械的強度を有するものであることをいう。 

７ 第１項第３号の規定に適合する溶接部は、「加工施設の溶接方法等につ

いて（別記）」に適合したものをいう。 
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加工施設の技術基準に関する規則 加工施設の技術基準に関する規則の解釈 

２ 安全機能を有する施設に属する容器及び管のうち、加工施設の安全性を

確保する上で重要なものは、適切な耐圧試験又は漏えい試験を行ったと

き、これに耐え、かつ、著しい漏えいがないように設置されたものでなけ

ればならない。 

 

（材料及び構造） 

第三十一条 重大事故等対処設備に属する容器及び管並びにこれらを支持

する構造物のうち、加工施設の安全性を確保する上で重要なもの（以下こ

の項において「容器等」という。）の材料及び構造は、次に掲げるところ

によらなければならない。この場合において、第一号（容器等の材料に係

る部分に限る。）及び第二号の規定については、法第十六条の三第二項に規

定する使用前事業者検査の確認を行うまでの間適用する。 

一 容器等がその設計上要求される強度及び耐食性を確保できるもので

あること。 

二 容器等の主要な溶接部は、次に掲げるところによるものであること。

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部の確保

に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを非破壊試験により確

認したものであること。 

 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

８ 第２項に規定する「適切な耐圧試験及び漏えい試験」は、「加工施設の

溶接の方法等について（別記）」によるほか、維持段階における各機器の

状態に対応する漏えい等の確認を含む。 

 

 

第３１条（材料及び構造） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１項第２号に規定する「容器等の主要な溶接部」とは、本規程第１５

条２を準用するものをいう。 

２ 第１項第２号イに規定する「不連続で特異な形状でないもの」とは、本

規程第１５条３を準用するものをいう。 

３ 第１項第２号ロに規定する「溶接による割れが生ずるおそれがなく」と

は、本規程第１５条４を準用するものをいう。 

４ 第１項第２号ロに規定する「非破壊試験」とは、本規程第１５条５を準

用するものをいう。 
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加工施設の技術基準に関する規則 加工施設の技術基準に関する規則の解釈 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法及び溶接設備

並びに適切な技能を有する溶接士であることをあらかじめ確認した

ものにより溶接したものであること。 

２ 重大事故等対処設備に属する容器及び管のうち、加工施設の安全性を確

保する上で重要なものは、適切な耐圧試験又は漏えい試験を行ったとき、

これに耐え、かつ、著しい漏えいがないように設置されたものでなければ

ならない。 

５ 第１項第２号ハに規定する「適切な強度を有する」とは、本規程第１５

条６を準用するものをいう。 

６ 第１項第２号の規定に適合する溶接部は、本規程第１５条７を準用する

ものをいう。 

 

７ 第２項に規定する「適切な耐圧試験及び漏えい試験」は、本規程第１５

条８を準用するものをいう。 
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別記 

 

加工施設の溶接の方法等について 

 

加工施設の技術基準に関する規則（令和 年原子力規制委員会規則第 号）（以下「技

術基準規則」という。）第１５条第１項第３号及び第２項の規定に対応する主要な溶接部

に関する要求事項については、以下のとおりとする。 

 

１．溶接の方法 

溶接の方法は、別紙－１に規定する方法によること。 

 

２．溶接施工法 

溶接施工法は、別紙－２に規定する溶接施工法認証標準により確認されたもの又はこ

れと同等と認められるものでなければならない。 

同等と認められる溶接施工法とは、原子力利用における安全対策の強化のための核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成２９年

法律第１５号。以下「改正法」という。）第３条の規定による改正後の核原料物質、核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）の施行前に核燃料物質の加

工の事業に関する規則（昭和４１年総理府令第３７号）第３条の１２の溶接の方法の認可

を受けたもの、核燃料物質の再処理の事業に関する規則（昭和４６年総理府令第１０号）

第７条の６の溶接の方法の認可を受けたもの等をいう。 

   

３．溶接設備 

溶接機の種類並びに溶接後熱処理設備及び試験設備の種類及び容量は、その溶接方法

に適したものであること。 

 

４．溶接を行う者 

溶接を行う者は、別紙－３に規定する溶接士技能認証標準によって認証された者又は

これと同等と認められる者でなければならない。 

同等と認められる者とは、溶接士技能の確認を受けた者又は実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に関する規則の解釈（平成２５年６月１９日原規技発第 1306194 号

原子力規制委員会決定）別記－５（以下単に「別記－５」という。） ３．第３部溶接士

技能認証標準（３）により同等と認められた者をいう。 

 

５．用語の定義 

⑴ 「加工第１種機器」とは、加工施設の化学処理施設、核燃料物質の貯蔵施設又は放射

性廃棄物の廃棄施設に属する容器又は管のうち、プルトニウムの放射能濃度が

37kBq/cm3以上の液体（以下「プルトニウム溶液」という。）を内包するものをいう。 

⑵ 「加工第１種容器」とは、加工第１種機器に属する容器をいう。 

⑶ 「加工第１種管」とは、加工第１種機器に属する管をいう。 
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⑷ 「加工第２種機器」とは、加工施設に属する容器又は管のうち、加工第１種機器及び

第七号に規定する加工第３種機器以外の容器又は管をいう。 

⑸ 「加工第２種容器」とは、加工第２種機器に属する容器をいう。 

⑹ 「加工第２種管」とは、加工第２種機器に属する管をいう。 

⑺ 「加工第３種機器」とは、加工施設に属する容器又は管のうち、次に掲げるものをい

う。 

イ プルトニウム溶液の漏えいの拡大防止のために設置されるドリップトレイその他

の容器 

ロ 六ふっ化ウランの加熱容器 

ハ ダクト 

⑻ 「加工第３種容器」とは、加工第３種機器に属する容器をいう。 

⑼ 「加工第３種管」とは、加工第３種機器に属する管をいう。



別紙－１ 
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加工施設の溶接の方法 

 

１．溶接部の設計 

溶接部の設計は、次に適合するものでなければならない。ただし、十分な強度及び耐食性

を有することが確認された場合は、この限りではない。 

継手の溶接は、「表１－１ 溶接設計（突合せ溶接以外の場合）」の溶接区分の欄に掲げる

区分に応じ、溶接設計の欄に掲げる方法によって行う場合を除き、突合せ両側溶接、裏あて

金を使用する突合せ片側溶接（溶接後裏あて金を取り除くものに限る。）、初層イナートガス

アーク溶接による突合せ片側溶接設計又はこれらと同等以上の効果が得られる方法によっ

て行うこと。この場合において、「表１－２ 溶接設計（突合せ溶接の場合）」の溶接区分の

欄に掲げる区分に適合する場合は、同表の溶接設計の欄に掲げる方法によって行うこと。 

 

表１－１ 溶接設計（突合せ溶接以外の場合） 

                                                  
1 内包する液体又は気体の閉じ込め障壁を構成する部分 

溶接区分 
溶接設計 備考 

機器区分 継手区分 

加工第１種

機器 

管台を取り付ける継手

の溶接 

別図第４（４）、（５）、

（６）、（７） 

 

管に枝管を取り付ける

継手の溶接 

完全溶込み溶接 工場製作に限る。 

管板に管を取り付ける

継手の溶接 

別図第６（１）、（２） 別図第６（２）は、加工

第１種機器に限る。 

閉じ込め部1にジャケッ

ト等の耐圧部材を取り

付ける継手の溶接 

完全溶込み溶接  

閉じ込め部に上記以外

の非閉じ込め部材を取

り付ける継手の溶接 

連続すみ肉溶接又はこ

れと同等以上の効果が

得られる方法。ただし、

機器の外側の非接液面

にあっては、この限りで

はない。 

 

栓等を取り付ける継手

の溶接 

別図第７ 非接液部であって構造

上やむを得ない場合に

限る。 

加工第２種

機器 

加工第３種

機器 

 

管台を取り付ける継手

の溶接 

別図第４  

（４）、（５）、（６）、（７）、

（８）、（９）、（１０）、（１

１）、（１２）、（１３）、（１

４）、（１５）、（１６）、（１

７）、（１８）、（１９）、（２

０）、（２１）、（２２）、（２

３）、（２４） 

別図第４の（１８）、（１

９）、（２２）、（２３）及

び（２４）にあっては腐

食性の強い硝酸液を扱

う機器の接液部を除き、

加工第３種機器にあっ

ては六ふっ化ウランの

加熱容器又はダクトに

限る。 
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管に枝管を取り付ける

継手の溶接 

別図第１又は完全溶込

み溶接 

別図第１は、外径が 90mm

以下の管（腐食性の強い

硝酸液を扱う機器の接

液部を除く。）に限る。 

フランジ、平板又は管板

を取り付ける継手の溶

接 

別図第２（１）、（２）、

（３）、（４）、（５）、（６）、

（７）、（８）、（９）、（１

０）、（１１） 

別図第３（４）、（５）、

（６）、（７）、（８）、（９）、

（１０）、（１１）、（１

２）、（１３）、（１４）、（１

５） 

別図第２の（６）は外径

が 90mm 以下のフランジ

継手（腐食性の強い硝酸

液を扱う機器の接液部

を除く。）に限る。 

別図第２（１０）、（１１）

はダクトに限る。 

別図第３（１３）、（１４）

は腐食性の強い硝酸液

を扱う機器の接液部を

除く。 

管板に管を取り付ける

継手の溶接 
別図第６（１）、（２）、

（３） 
管と管又は管台を取り

付ける継手の溶接 
別図第１ 外径が 90mm 以下の管（腐

食性の強い硝酸液を扱

う機器の接液部を除

く。）に限る。 
閉じ込め部にジャケッ

ト等の耐圧部材を取り

付ける継手の溶接 

連続すみ肉溶接又はこ

れと同等以上の効果が

得られる方法 
閉じ込め部に上記以外

の非閉じ込め部材を取

り付ける継手の溶接 

連続すみ肉溶接又はこ

れと同等以上の効果が

得られる方法。ただし、

機器の外側の非接液面

にあっては、この限りで

はない。 

 

側板と底板との継手の

溶接 

別図第５（１）、（２） 大気に開放の容器に限

る。当該継手と側板相互

又は底板相互の継手と

の交点の距離は、300mm

以上とすること。 

側板相互又は底板相互

の継手の溶接 

別図第５（３）、（４）、

（５）又はこれと同等以

上の効果が得られる方

法 

大気に開放の容器に限

る。当該継手と交点の距

離は、300mm 以上とする

こと。 

内張り相互の継手の溶

接 

別図第５（３）、（４）、

（５）、（６）、（７）、（８）、

（９）、（１０）、（１１）、

（１２）又はこれと同等

以上の効果が得られる

方法 

 

大気に開放のライニン

グ型貯槽に限る。内張り

材としてオーステナイ

ト系ステンレス鋼以外

の材料を使用する場合

は、当該継手と交点の距

離は、300mm 以上とする

こと。 

栓等を取り付ける継手

の溶接 

別図第７  
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表１－２ 溶接設計（突合せ溶接の場合） 

 

  

溶接区分 
溶接設計 備考 

機器区分 継手区分 

加工第１種機器 

加工第２種機器 

加工第３種機器 

管台を取り付ける継手

の溶接 

別図第４（１）、（２）、

（３） 

 

フランジ、平板又は管板

を取り付ける継手の溶

接 

別図第３（１）、（２）、

（３） 
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別図第１ 

 
(注) tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

   tcは、0.85tn以上 

   a は、1.25tn以上 

   b は、9.5mm 以上 
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別図第２ 

（１）                  （２） 

 
（注） t は、フランジの厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tc1は、0.25tn又は 6mm のうちいずれか小さい方以上 

    tc2は、0.7tn又は 6mm のうちいずれか小さい方以上 

twは、フランジが鍛造品の場合にあっては、0.5tn又は 0.25t のうちいずれか小さい方以上 

フランジが鍛造品以外の場合にあっては、tn又は 0.5t のうちいずれか小さい方以上 
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        （３）                （４） 

 
（注） tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tc1は、tn又は 2tr（trは、継目のない容器又は管の計算上必要な厚 

さ）のうちいずれか小さい方以上 

 tc2は、tn以上 

 twは、3tn以上 

 tw1＋tw2は、3tn以上 

 

（５） 

 
（注） tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tcは、tn又は 2tr（trは、継目のない容器又は管の計算上必要な厚さ） 

のうちいずれか小さい方以上 

 twは、3tn以上 
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（６） 

 

 

（注） tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

 tcは、tn以上 

 a は、1.4tr以上 

  b は、10mm（外径が 61mm 以下の場合は 9.6mm）以上 
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（注） tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。）  

 tw1は、tn以上 

   ただし、(7)にあっては最高使用圧力が 1,570kPa 以下で、かつ、最高使用温度が 350℃以

下のものに限る｡(8)及び(9)にあっては最高使用温度が 450℃以下のものに限る。 

  

（７） （８） 

（９） 
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（１０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） t1、t2は、フランジの厚さ（mm を単位とする。） 

    tn1、tn2は、ダクトの厚さ（mm を単位とする。） 

    tc1は、t1又は tn1のうちいずれか小さい方の厚さの 0.7 倍以上 

    tc2は、t1又は t2のうちいずれか小さい方の厚さの 0.7 倍以上 

 

（１１） 

 

 
（注） t1、t2は、フランジの厚さ（mm を単位とする。） 

    tn1、tn2は、ダクトの厚さ（mm を単位とする。） 

    tc1は、t1若しくは t2又は tn1若しくは tn2のうちいずれか小さい方の 

厚さの 0.7 倍以上 

    tc2は、t1又は t2のうちいずれか小さい方の厚さの 0.7 倍以上 

  

必要な場合は溶接により取り付ける 
ことができる。 

t
n
1 

t
n
2 

tc1 

tn2以下

tn1以下

tc1
t2t1

tc2
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別図第３ 

（１）            （２）          （３） 

（注） t は、平板又は管板の厚さ（mm を単位とする。） 

  tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

  r は、t又は tnのうちいずれか小さい方以上 

  h は、1.5tn以上 
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（４）               （５） 

 

 

（６）               （７） 

 
（注） t は、平板又は管板の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tcは、0.7tn又は 6mm のうちいずれか小さい方以上 

    twは、平板又は管板が鍛造品の場合で、かつ、開先角度が 45°未満の場 

        合にあっては、0.5tn又は 0.25t のうちいずれか小さい方以上 

       平板又は管板が鍛造品以外の場合又は開先角度が 45°以上の場合 

にあっては、tn又は 0.5t のうちいずれか小さい方以上 
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（８）          （９）             （１０） 

 

（注） t は、平板又は管板の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tcは、ステーで支えられる管板の場合にあっては、0.7tn又は 1.4tr（trは、継目のない容器

又は管の計算上必要な厚さ）のうちいずれか小さい方以上 

平板又はステーで支えられない管板の場合にあっては、tn 又は 2tr（tr は、継目のな

い容器又は管の計算上必要な厚さ）のうちいずれか小さい方以上 

    twは、(8)にあっては、2tn以上 

(9)及び(10)のステーで支えられる管板にあっては、2tn以上 

(9)及び(10)の平板又はステーで支えられない管板にあっては、3tn以上 
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（１１） 

 

 

（注） t は、平板又は管板の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

twは、2tr（trは、継目のない容器又は管の計算上必要な厚さ）又は 1.25tnのうちいずれ

か大きい方以上。ただし、tより大きくする必要はない。 

 

（１２） 

 

 

（注） t は、平板又は管板の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tcは、ステーで支えられる管板の場合にあっては、0.7tn又は 1.4tr（trは、継目のない容

器又は管の計算上必要な厚さ）のうちいずれか小さい方以上 

平板又はステーで支えられない管板の場合にあっては、tn又は 2tr（trは、継目のな

い容器又は管の計算上必要な厚さ）のうちいずれか小さい方以上 

    tw1＋tw2は、ステーで支えられる管板にあっては、2tn以上 

平板又はステーで支えられない管板にあっては、3tn以上 

            tw1は、0.5tw2以上 
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（１３） 

 
（注） t は、平板又は管板の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tw1は、tn以上 

    tw1＋tw2は、2tn以上 

 

（１４） 

 
（注） t は、平板又は管板の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

twは、2tn以上 

 

（１５） 

 

（注） t は、平板又は管板の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tw1は、tn以上 

    tw1＋tw2は、2tn以上 

    tsは、3mm 以上（漏止め溶接） 
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別図第４ 

（１） 

 

（注）溶接作業が支障なく行え、かつ、本別記に定める検査が実施できるような溶接部の位置又は

中心線と溶接線の角度とし、溶接部の位置は管台から十分な距離を取らなければならない。 

 

（２） 

 

（注）溶接作業が支障なく行え、かつ、本別記に定める検査が実施できるような溶接部の位置又は

中心線と溶接線の角度とし、溶接部の位置は管台から十分な距離を取らなければならない。 

 (1)を優先するが、(1)の加工が適当でない場合に使用する。 

 

（３） 

 

（注）溶接作業が支障なく行え、かつ、本別記に定める検査が実施できるような溶接部の位置又は

中心線と溶接線の角度とし、溶接部の位置は管台から十分な距離を取らなければならない。 
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（４）                    （５） 

 
（注）溶接作業が支障なく行え、かつ、本別紙に定める検査が実施できるような溶接部の位置及び中心線

と溶接線の角度とし、管台の取付け角度はおおむね 45°以上としなければならない。 

t は、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

tnは、管台の厚さ（mm を単位とする。） 

e は、管の厚さ（mm を単位とする。） 

tcは、0.7tn又は 6mm のいずれか小さい方以上 

tnは、0.5t 以上 

b は、e以上 

a は、（tn－e）以上 
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（６）             （７） 

 
（注） t は、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、管台の厚さ（mm を単位とする。）         

tcは、0.7tn又は 6mm のうちいずれか小さい方以上 

 

 

（８）       （９）    （１０）       （１１） 

 

 

（注） t は、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

tnは、管台の厚さ（mm を単位とする。） 

t1＋t2は、1.25tmin以上、t1又は t2は、0.7tmin又は 6mm のうちいずれか小さい方以上 

tminは、t、tn又は 19mm のうちいずれか小さいもの。 

tnは、2.2mm 以上 

tcは、0.7tn又は 6mm のうちいずれか小さい方以上。ただし、管台の胴内面への突出し量が

これ以下の場合は、この限りでない。 
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（１２）           （１３）        （１４） 

 
（注） t は、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

tnは、管台の厚さ（mm を単位とする。） 

teは、強め材の厚さ（mm を単位とする。） 

tcは、0.7tn又は 6mm のうちいずれか小さい方以上。ただし、管台の胴内面への突出し量がこれ

以下の場合はこの限りでない。 

twは、部分溶接の場合における深さ（mm を単位とする。）で 0.7tmin以上 

tminは、t、tn、te又は 19mm のうちいずれか小さいもの。 

 

 

  

（１５） 

（１７） 

（１６） 
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（１８）                    （１９） 

 
（注） tnは、管台の厚さ（mm を単位とする。） 

    tcは、0.7tn又は 6mm のうちいずれか小さい方以上 

    twは、tn又は 6mm のうちいずれか大きい方以上 

 

（２０） 

 
（注） t は、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    teは、強め材の厚さ（mm を単位とする。） 

    tminは、t、te又は 19mm のうちいずれか小さいもの。 
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（２１） 

 

（注） t は、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

    tnは、管台の厚さ（mm を単位とする。） 

teは、強め材の厚さ（mm を単位とする。） 

tcは、0.7tn又は 6mm のうちいずれか小さい方以上 

    tminは、t、tn、te又は 19mm のうちいずれか小さいもの。 

 

（２２） 

 

 
（注） tnは、管台の厚さ（mm を単位とする。） 

    tsrは、管台が取り付けられる部分の計算上必要な厚さ 

     ただし、取り付けられる管の外径が 90mm 以下のものに限る。 
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（２３） 

 
（注） twは、取り付けられる管の外径の Sch160 に対する厚さ以上 

     ただし、取り付けられる管の外径が 61mm 以下のものに限る。 

 

（２４） 

 
（注） t は、容器又は管の厚さ（mm を単位とする。） 

tnは、管台の厚さ（mm を単位とする。） 

    c は、管台の外径が 34mm 以下の場合は 0.25mm 以下 

    c は、管台の外径が 34mm を超え 115mm 以下の場合は 0.5mm 以下 

    c は、管台の外径が 115mm を超える場合は 0.8mm 以下 

    y は、1.6mm 又は tnのうちいずれか小さい方以上 
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別図第５ 

（１） 

 
（注）tw1 ≧ 0.3t 

      tw2 ≧ tw1  

      a ≧50° 

      ℓ1 ≧ tw1  tan(a) 

      ℓ2 ≧ 1.3 tw2  tan(a) 

 

（２） 

 
（注） tcは、側板若しくは底板のうちいずれか小さい方の値又は次の表に掲げ 

    る値のいずれか小さい方以上の値とする。（mm を単位とする。） 

 

底板の厚さ（mm） tc（mm） 

4.5 未満 4.5 

4.5 以上 19 未満 6 

19 以上 32 未満 8 

32 以上 10 
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（３）         （４）           （５） 

 
（６）             （７） 

 

（注）側板相互又は底板相互の場合は、ℓは 5t（t1又は t2のうちいずれか小さい方）又は 25mm のうちい

ずれか大きい方以上 

内張り相互の継手の場合は、ℓは 2t（t1又は t2のうちいずれか小さい方）又は 13mm のうちいずれか

小さい方以上 

   (3)、(4)、(6)、(7)及び(8)の場合は、全厚すみ肉溶接とする。 
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（１０） 

 

 

（１１）

（１２）
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別図第６ 
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別図第７ 

（１）              （２） 

 

 

（注） d は、栓等の径で 61mm 以下のものに限る。 

    tcは、0.85tr1（tr1は、dを外径とした継目のない容器又は管の計算上必要な厚さ）以上 

    twは、1.25tr2（tr2は、tの部分の計算上必要な厚さ）以上 

  

（３） （４）

（５） （６）
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２．材料の制限 

材料の制限は、日本機械学会発電用原子力設備規格「溶接規格２０１２年版（２０１３年

追補を含む。）」（以下「溶接規格」という。）「Ｎ－４０２０ 溶接の制限」によること。 

また、再処理第１種機器及び腐食環境の厳しい再処理第２種機器の接液側に使用する溶

接材料を加工施設等に使用する場合は、表１－３～表１－６に適合する材料とすること。た

だし、十分な強度及び耐食性を有することが確認された場合はこの限りではない。 
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表１－３ 母材（オーステナイト系ステンレス鋼）と溶接材料の組合せ 

    母材 

母材 

SUS304 SUS304L R-SUS304 

ULC 

R-SUS304 

ULC(SA) 

SUS316 SUS316L R-SUS316 

ULC 

R-SUS310 

ULC 

R-SUS310 

Nb 

SUS304 YS308 YS308L RY308 

ULC 

RY308ULC 

(SA) 

YS316 YS316L RY316 

ULC 

YS308 YS308 

SUS304L - YS308L RY308ULC RY308ULC (SA) YS316L YS316L RY316ULC YS308L YS308L 

R-SUS304 

ULC 

- - RY308ULC RY308ULC 

(SA) 

RY316 

ULC 

RY316 

ULC 

RY316 

ULC 

RY308 

ULC 

RY308 

ULC 

R-SUS304 

ULC(SA) 

- - - RY308ULC 

(SA) 

RY316 

ULC 

RY316 

ULC 

RY316 

ULC 

RY308ULC 

(SA) 

RY308ULC 

(SA) 

SUS316 - - - - YS316 YS316L RY316ULC YS316 YS316 

SUS316L - - - - - YS316L RY316ULC YS316L YS316L 

R-SUS316 ULC - - - - - - RY316ULC RY316ULC RY316ULC 

R-SUS310 ULC - - - - - - - RY310ULC RY310ULC 

R-SUS310 Nb - - - - - - - - RY310ULC 

（注 1）母材の区分に対応する日本産業規格の同等の鋼種は、下表のとおり 

母材の区分 鍛造 鋼管 熱交換用管 板 鋳造 

SUS304 SUSF304 SUS304TP SUS304TB SUS304 SCS13 

SUS304L SUSF304L SUS304LTP SUS304LTB SUS304L SCS19 

R-SUS304ULC R-SUSF304ULC R-SUS304ULCTP R-SUS304ULCTB R-SUS304ULC ― 

R-SUS304ULC(SA) R-SUSF304ULC(SA) R-SUS304ULC(SA)TP R-SUS304ULC(SA)TB R-SUS304ULC(SA) ― 

SUS316 SUSF316 SUS316TP SUS316TB SUS316 SCS14 

SUS316L SUSF316L SUS316LTP SUS316LTB SUS316L SCS16 

R-SUS316ULC R-SUSF316ULC R-SUS316ULCTP R-SUS316ULCTB R-SUS316ULC ― 

R-SUS310ULC R-SUSF310ULC R-SUS310ULCTP R-SUS310ULCTB R-SUS310ULC ― 

R-SUS310Nb R-SUSF310Nb R-SUS310NbTP R-SUS310NbTB R-SUS310Nb ― 

（注 2）母材の R-SUS304ULC、R-SUS304ULC(SA)、R-SUS316ULC、R-SUS310ULC 及び R-SUS310Nb の化学成分及び機械的性質は、表 1-5（上表）による。 

（注3）RY308ULC、RY308ULC(SA)、RY316ULC 及び RY310ULCの溶加材の化学成分及び溶着金属の機械的性質は表 1-5（下表続き）による。 
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表１－４ 主なステンレス材料の化学成分及び機械的性質(上表) 

種類の記号

化学成分（％） 機械的性質（注 １） 

C Si Mn P S Ni Cr Mo Nb 
耐力 

(MPa) 

引張強さ

(MPa) 

伸び 

（％） 

R-SUS304 

ULC 

0.020 

以下 

1.00 

以下 

2.00 

以下 

0.045 

以下 

0.030 

以下 

9.00～

13.00 

18.00～  

20.00
－ － 

175 以上 480 以上 40 以上 

175 以上 450 以上 29 以上 

R-SUS304 

ULC (SA) 

0.020 

以下 

1.00 

以下 

2.00 

以下 

0.045 

以下 

0.030 

以下 

9.00～  

13.00 

18.00～  

20.00
－ － 

175 以上 480 以上 40 以上 

175 以上 450 以上 29 以上 

R-SUS316 

ULC 

0.020 

以下 

1.00 

以下 

2.00 

以下 

0.045 

以下 

0.030 

以下 

12.00～  

15.00 

16.00～  

18.00

2.00～ 

3.00 
－

175 以上 480 以上 40 以上 

175 以上 450 以上 29 以上 

R-SUS310 

ULC 

0.020 

以下 

1.50 

以下 

2.00 

以下 

0.045 

以下 

0.030 

以下 

19.00～   

22.00 

24.00～   

26.00
－ － 

175 以上 480 以上 40 以上 

175 以上 450 以上 29 以上 

R-SUS310 Nb
0.020 

以下 

0.30 

以下 

1.00 

以下 

0.020 

以下 

0.020 

以下 

19.00～  

22.00 

24.00～   

26.00 
－ 

0.15～

0.30

215 以上 490 以上 35 以上 

195 以上 490 以上 30 以上 

（注１） 機械的性質の中で上欄に掲げる値は、板材、下欄に掲げる値は、鍛造材及び棒材の値である。 

 

表１－４ 主なステンレス材料の化学成分及び機械的性質(下表) 

種類の記号 

鋼管における伸び (%) 

腐食度 

 

（g/m2h） 

ボイラー・熱交換器用ステンレス鋼鋼管 配管用ステンレス鋼鋼管 

外径 20mm 

以上 

外径 20mm 未

満 10mm 以上

外径 10mm 

未満 

１１号及び 

１２号試験片 
５号試験片 ４号試験片 

１１号及び 

１２号試験片 

１１号試験

片 
１１号試験片 縦方向 横方向 縦方向 横方向 

R-SUS304 ULC 35 以上 30 以上 27 以上 35 以上 25 以上 30 以上 22 以上 － 

R-SUS304 ULC (SA) 35 以上 30 以上 27 以上 35 以上 25 以上 30 以上 22 以上 1.8×10-1以下 

R-SUS316 ULC 35 以上 30 以上 27 以上 35 以上 25 以上 30 以上 22 以上 － 

R-SUS310 ULC 35 以上 30 以上 27 以上 35 以上 25 以上 30 以上 22 以上 － 

R-SUS310 Nb 35 以上 30 以上 27 以上 35 以上 25 以上 30 以上 22 以上 － 
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表１－４ 主なステンレス材料の化学成分及び機械的性質(下表続き) 

（注３）Si は、0.65～1.00％にすることにより高 Si の規格とすることができる。この場合の表示は、標準の種類に Si を付加して表示する。（例：RY308ULCSi） 

（注４）試験要領は、JIS Z 3321（2003）「溶接用ステンレス鋼溶加棒及びソリッドワイヤ及び鋼帯」及び JIS Z 3221（2008）「ステンレス鋼被覆アーク溶接棒」に準

ずる。 

表１－５   母材（チタン及びチタン合金）と溶接材料の組合せ 

母 材 
 
 
母  材 

工業用純チタン 
（JIS H 4600（2007）「チタン及びチタン合金－板及び条」に規定されるもの） 

R-Ti-5Ta 

工業用純チタン 
（JIS H 4600（2007）「チ タン 
及びチタン 合金－板 及び条」
に規定されるもの） 

母材と同等以上の強度及び純度を有するチタン（JIS H 4600（2007）「チタン 及びチタン
合金－板及び条」JIS H 4670（2007）「チタン及びチタン合金－線及び線材」、JIS Z 3331
「チタン及びチタン合金溶接用の溶加棒及びソリッドワイヤ」に規定されるもの） 

R-Ti-5Ta 

R-Ti-5Ta （注１） － R-Ti-5Ta 
（注１） R-Ti-5Ta の化学成分及び機械的性質は、次表による。 

 

 

 

種類の記号 

化学成分（％）） 機械的性質 

C Si Mn P S Ni Cr Mo 
引張強さ

(MPa) 

伸び 

（％） 

RY308ULC 
0.020 

以下 

0.65 以下

(注３) 

1.0 

～2.5 

0.03 

以下 

0.03 

以下 

9.0 

～11.0 

19.5 

～22.0 
－ 480 以上 35 以上 

RY308ULC 

(SA) 

0.020 

以下 

0.65 以下

(注３) 

1.0 

～2.5 

0.03 

以下 

0.03 

以下 

9.0 

～11.0 

19.5 

～22.0 
－ 480 以上 35 以上 

RY316ULC 
0.020 

以下 

0.65 以下

(注３) 

1.0 

～2.5 

0.03 

以下 

0.03 

以下 

11.0 

～14.0 

18.0 

～20.0 

2.0 

～3.0 
480 以上 35 以上 

RY310ULC 

(低 Mn) 

0.020 

以下 
0.65 以下

1.0 

～2.5 

0.020 

以下 

0.015 

以下 

20.0 

～22.5 

25.0 

～28.0 
－ 480 以上 25 以上 

RY310ULC  

(高 Mn) 

0.015 

以下 
0.30 以下

6.0 

～8.0 

0.020 

以下 

0.015 

以下 

19.0 

～21.0 

24.0 

～27.0 
－ 480 以上 30 以上 
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種類の記号 

化学成分（％） 機械的性質 

Ta Fe O N H Ti 
引張強さ 

(MPa) 

耐力 

(MPa) 

伸び 

（％） 

絞り 

（％） 

R-Ti-5Ta 4.0～6.0 
0.15 

以下 

0.15 

以下 

0.03 

以下 

0.010 

以下 
残り 340～480 215～440 

25 

以上 

40 

以上 

 

表１－６ 母材（ジルコニウム）と溶接材料の組合せ 

母材 
母材 

R-Zr 

R-Zr ERZr2 
（注１） R-Zr の化学成分及び機械的性質は、次表による。 

 

種類の 

記号 

化学成分 (%) 機械的性質 

Zr＋Hf Hf Fe＋Cr H N C O 
引張強さ 

（MPa） 

耐力 

（MPa） 

伸び 

(%) 

R-Zr 
99.2 

以上 

4.5 

以下 

0.2 

以下 

0.005 

以下 

0.025 

以下 

0.05 

以下 

0.16 

以下 

380 

以上 

205 

以上 

16 

以上 
（注２） ERZr2 の化学成分は、次表による。 

 

 

 

 

 

 

種類の記号
化 学 成 分 （％） 

Zｒ＋Hf Hf Fe+Cr H N C O 

ERZr2 99.2 以上 4.5 以下 0.2 以下 0.005 以下 0.025 以下 0.05 以下 0.16 以下
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３．開先面 

開先面は、溶接規格「Ｎ－４０３０ 開先面」によること。 

 

４．溶接部の強度等 

溶接部の強度等は、溶接規格「Ｎ－４０４０ 溶接部の強度等」（別記－５ １．⑤参

照）に、次の要件を付したものによること。 

１）（１）に「ただし、母材及び溶接材料に耐食性を向上させたオーステナイト系ステ

ンレス鋼を使用する溶接部であって、最高使用圧力が 98kPa 未満のものにあって

は、設計上要求される強度以上の強度を有するものとすることができる。」を加え

る。 

 

５．溶接部の非破壊試験及び機械試験 

溶接部の非破壊試験及び機械試験は、溶接規格「Ｎ－４０５０ 溶接部の非破壊試験及

び機械試験」（別記－５ １．⑥及び⑧参照）に次の要件を付したものによること。 

１）「表Ｎ－Ｘ０５０－１ 溶接部の非破壊試験」は適用除外とし、「表１－７ 溶接部

の非破壊試験」を適用する。 

２）「表Ｎ－Ｘ０５０－２ 溶接部の機械試験板」において、「機器の区分」の欄の「ク

ラス１容器、クラスＭＣ容器」は「加工第１種容器、加工第２種容器」に、「クラ

ス２容器、クラス３容器及びクラス３相当容器（安全設備以外の開放容器を除く。）、

クラス１配管、クラス２配管、クラス３配管及びクラス３相当管（安全設備以外の

開放容器に接続される当該容器に最も近い止め弁までのものを除く。）」は「加工第

１種管、加工第２種管」に、「溶接部の区分」の欄の「継手区分Ａ」は「長手継手」

に、「継手区分Ｂ,継手区分Ｃ及び継手区分Ｄ」は「周継手」に読み替える。この場

合において、「加工第１種管、加工第２種管」については、「継手区分Ｂ、溶接継手

Ｃ及び溶接継手Ｄ」は「周継手（管台を取り付ける継手を除く。）」に読み替える。

また、（注）４．及び５．は削る。この場合において、加工第１種機器及び加工第

２種機器にあっては、最高使用圧力が次の①～③に定める値以上のものに限る。 

① 液体用の容器又は管であって、最高使用温度がその液体の沸点未満のものに

ついては、1,960kPa 

② ①に規定する容器以外の容器にあっては、98kPa 

③ ①に規定する管以外の管にあっては、980kPa（長手継手の部分にあっては、

490kPa） 

 

表１－７ 溶接部の非破壊試験 

区分 
規定試験 代替試験 

機器 溶接部 

加工 

第１種 

機器 

１．閉じ込め部（内包する液体又は気体の閉じ込

め障壁を構成する部分をいう。以下同じ。）の溶

接部であって次のイ又はロのいずれかに掲げ

るもの以外のもの 

放射線透過試験

及び溶接金属部

に隣接する幅

13mm の範囲内

溶接深さの 1/2

（溶接深さの

1/2が 13mmを超

え る 場 合 は
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イ 突合せ溶接以外の管台を取り付ける溶接

部、管板に管を取り付ける溶接部及び栓等を

取り付ける溶接部 

ロ 最高使用温度 100℃未満の開放容器（開放

部により内気と外気が通じている容器をい

う。以下同じ。）及びこれに接続される管のう

ち当該容器から最も近い止め弁までの部分

並びに外径 61mm 以下の管の溶接部 

の母材を含めた

部分における浸

透探傷試験 

13mm）ごとの浸

透探傷試験（た

だし、最終層は

溶接金属部に隣

接する幅 13mm

の範囲内の母材

の部分を含むこ

と。）又は超音波

探傷試験 及び

溶接金属部に隣

接する幅 13mm

の範囲内の母材

を含めた部分に

おける浸透探傷

試験 

２．閉じ込め部の溶接部のうち突合せ溶接による

溶接部であって、長手継手を有する母材相互又

は周継手を有する母材相互を取り付ける継手

と長手継手又は周継手とが接する箇所（以下

「継手接続箇所」という。）から 100mm 以内の溶

接部（１に掲げるものを除く。） 

３．閉じ込め部の溶接部のうち突合せ溶接以外の

管台を取り付ける溶接部（最高使用温度 100℃

未満の開放容器及びこれに接続される管であ

って、当該容器から最も近い止め弁までの部分

並びに外径 61mm 以下の管の溶接部を除く。） 

溶接深さの 1/2

（溶接深さの

1/2が 13mmを超

え る 場 合 は

13mm）ごとの浸

透探傷試験。た

だし、最終層は

溶接金属部に隣

接する幅 13mm

の範囲内の母材

の部分を含むこ

と。 

放射線透過試験

又は超音波探傷

試験及び溶接金

属部に隣接する

幅 13mm の範囲

内の母材を含め

た部分における

浸透探傷試験 

４．閉じ込め部の溶接部のうち突合せ溶接以外の

管板に管を取り付ける溶接部 

浸透探傷試験 － 

５．閉じ込め部の溶接部（１から４までに掲げる

ものを除く。） 

浸透探傷試験 放射線透過試験

又は超音波探傷

試験 

６．クラッド溶接による溶接部 浸透探傷試験 － 

７．ラグ、ブラケット、強め材、控え、強め輪等

であって、重要なものを取り付ける溶接部 

浸透探傷試験 放射線透過試験

又は超音波探傷

試験 

加工 

第２種 

機器 

１．閉じ込め部の溶接部のうち突合せ溶接による

溶接部であって、次のイからホまでのいずれか

に掲げるもの（最高使用温度 100℃未満の開放

容器及びこれに接続される管のうち当該容器

から最も近い止め弁までの部分並びに外径

61mm 以下の管の溶接部を除く。） 

イ 次の⑴又は⑵のいずれかに掲げるもの 

⑴ オーステナイト系ステンレス鋼で作ら

れた容器であって､厚さが38mmを超えるも

のの溶接部 

⑵炭素鋼で作られた容器であって､厚さが

32mm を超えるものの溶接部 

放射線透過試験 超音波探傷試験

又は溶接深さの

1/2（溶接深さの

1/2 が 13mm を超

え る 場 合 は

13mm)ごとの浸

透探傷試験 
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ロ 管の長手継手の溶接部であって、厚さが

19mm を超えるもの 

ハ 管の周継手（管台を取り付ける継手を除

く。）の溶接部であって、次の⑴又は⑵のいず

れかに掲げるもの 

⑴ 外径が 410mm（液体用のものにあっては、

275mm）を超え、かつ、厚さが 19mm を超える

管の溶接部 

⑵ 厚さが 41mm（液体用のものにあっては、

29mm）を超える管の溶接部（(1)に掲げるもの

を除く。） 

ニ 内包するプルトニウムの濃度が 37µBq/cm3

（内包するプルトニウムが液体中にある場合

は、37Bq/cm3）以上の容器若しくは管又は内包

する放射性物質の濃度が 37mBq/cm3（内包する

放射性物質が液体中にある場合は 37kBq/cm3）

以上の容器若しくは管の溶接部（イからハま

でに掲げるものを除く。）であって次の⑴か

ら⑶までのいずれかに掲げるもの以外のもの 

⑴ 液体用の容器又は管であって、最高使用

温度がその液体の沸点未満であり、かつ、

最高使用圧力が 1,960kPa 未満のものの溶接

部 

⑵ 最高使用圧力が 98kPa 未満の容器の溶接

部（⑴に掲げるものを除く。） 

⑶ 最高使用圧力が 980kPa（長手継手の場合

は 490kPa）未満の管の溶接部（⑴に掲げる

ものを除く。） 

ホ 継手接続箇所から 100mm 以内の溶接部（イか

らニまでに掲げるもの及びライニング型貯槽

の溶接部を除く。） 

２．閉じ込め部の溶接部（１に掲げるものを除

く。） 

浸透探傷試験又

は磁粉探傷試験 

放射線透過試験

又は超音波探傷

試験 

３．ラグ、ブラケット、強め材、控え、強め輪等

であって、重要なものを取り付ける溶接部 

浸透探傷試験又

は磁粉探傷試験 

放射線透過試験

又は超音波探傷

試験 

加工 

第３種 

機器 

１.閉じ込め部の溶接部 浸透探傷試験又

は磁粉探傷試験 

放射線透過試験

又は超音波探傷

試験 

２.ラグ、ブラケット、強め材、控え、強め輪等で

あって、重要なものを取り付ける溶接部 

浸透探傷試験又

は磁粉探傷試験 

放射線透過試験

又は超音波探傷

試験 

 

６．突合せ溶接による継手面の食い違い 

加工第１種機器及び加工第２種機器の突合せ溶接による継手面の食い違いは、溶接規

格「Ｎ－４０６０ 突合せ溶接による継手面の食違い」に次の要件を付したものによるこ

と。 
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１）「表Ｎ－４０６０－１ 継手面の食い違いの許容値」の「継手区分Ａ」は「長手継

手」に、「継手区分Ｂ、継手区分Ｃ、継手区分Ｄ」は「周継手」に読み替える。 

２）加工第３種機器（六ふっ化ウランの加熱容器に限る。）の突合せ溶接による継手面

の食い違いについては、「表１－８ 加工第３種機器（六ふっ化ウランの加熱容器

に限る。）の継手面の食違いの許容値」によること。ただし、応力計算を行って構

造上要求される強度を有することが明らかである場合は、この限りでない。 

 

表１－８  加工第３種機器（六ふっ化ウランの加熱容器に限る。）の 

継手面の食違いの許容値 

継手の種類 母材の厚さ 食違いの値 

長手継手 6mm 以下 1.5mm 

6mm を超え 24mm 以下 母材の厚さの 25% 

24mm を超えるもの 6mm 

周継手 6mm 以下 1.5mm 

6mm を超え 48mm 以下 母材の厚さの 25% 

48mm を超えるもの 12mm 

 

７．厚さの異なる母材の突合せ溶接 

厚さの異なる母材の突合せ溶接は、溶接規格「Ｎ－４０７０ 厚さの異なる母材の突合

せ溶接」に、次の要件を付したものによること。ただし、機器等の構造上これによること

が困難な場合であって、十分な強度を有することが確認できる場合は、この限りではない。 

１）「継手区分Ｃ又は継手区分Ｄ」は「別図第３（１）、（２）、（３）」に読み替える。 

 

８．継手の仕上げ 

溶接部の表面は、溶接規格「Ｎ－４０８０ 継手の仕上げ」に、次の要件を付したもの

によること。 

１）加工第１種機器の溶接部の接液面であって、耐食性を著しく損なうおそれがあるも

のは、表面の仕上げを行ってはならない。 

２）上記１）の溶接部の接液面は、「表１－９ 溶接部の接液面の余盛高さ及び裏波高

さの許容値」の左欄に掲げる項目について、それぞれ同表の右欄に掲げる判定基準

に適合するものでなければならない。ただし、構造上当該判定基準によることが著

しく困難である場合は、この限りでない。 

 

表１－９ 溶接部の接液面の余盛高さ及び裏波高さの許容値 

項目 判定基準 

余盛の高さ 1 母材の厚さが 3mm 未満のとき 2mm 以下 

2 母材の厚さが 3mm 以上のとき 2.5mm 以下 

裏波の高さ 1 母材の厚さが 3mm 未満のとき 1.5mm 以下 

2 母材の厚さが 3mm 以上で 7.5mm 未満のとき 2mm 以下 

3 母材の厚さが 7.5mm 以上のとき 3.5mm 以下 

ただし､部分的なたれ落ちについてはこの限りではない｡ 

アンダーカット及

びオーバーラップ 
0.5mm 以下 
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その他 溶込み不良、ピット、クレータ及び割れがないこと。 

 

９．溶接後熱処理 

溶接部は、次に規定するところにより溶接後熱処理を行うこと。ただし、十分な強度及

び耐食性を有することが確認された場合は、この限りでない。 

１）オーステナイト系ステンレス鋼で作られた機器の溶接部であって、溶接後に熱間加

工を行うものは、加工後に日本産業規格等の適切な規格により固溶化熱処理を行

うこと。 

２）溶接後熱処理は、溶接規格「Ｎ－４０９０ 溶接後熱処理」によること（別記－５ 

１．⑨及び⑩参照）。この場合において、「表Ｎ－Ｘ０９０－３ 溶接後熱処理を要

しないもの（１／３）」及び同表（２／３）は適用除外とし、同表（３／３）「２.

クラス１機器以外」を適用する。この場合において、「継手区分Ｂ」及び「継手区

分Ｃ」は「周継手」に読み替える。 

 

１０．非破壊試験の方法と判定基準 

溶接部の非破壊試験は、溶接規格「Ｎ－４１００ 非破壊試験」に、次の要件を付した

ものによること。 

１）「表Ｎ－Ｘ１００－１ 放射線透過試験」については、次の①～④のとおりとする。 

① 「増感紙を使用する場合の項の「（クラス１容器及びクラス１配管以外のものに

あっては,金属蛍光増感紙を除く。）」を削除する。 

② 「撮影原則」の項の「継手区分Ｂ,継手区分Ｃ又は継手区分Ｄ」は「周継手」に

読み替える。 

③ 「放射線源と溶接部の線源側との距離」の項の「クラス１容器・クラス１配管」

は適用除外とし、「クラスＭＣ容器、クラス２容器、クラス３容器、クラス３相当

容器、クラス２配管、クラス３配管、クラス３相当管、クラス４配管」を適用する。 

④ 同表において規定のない針金形透過度計を使用する場合及び判定基準について

は、「表１－１０ 放射線透過試験」による。 

 

表１－１０ 放射線透過試験 

針
金
形
透
過
度
計
を
使
用
す
る

場
合 

透
過
度
計
の
配
置 

JIS Z3104「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」の「附属書１、２、又
は３の撮影配置」、JIS Z3106「ステンレス鋼溶接継手の放射線透過試
験方法」の「附属書１、２、又は３の撮影配置」又は JIS Z3107「チタ
ン溶接部の放射線透過試験方法」の「５．４ 撮影配置」によること。
この場合において、透過度計を溶接部の線源側に置くことが困難な場
合は、記号「F」を付してフィルム側に置くことができる。また、全周
を同時に撮影する場合は、透過度計を等間隔に４個以上写るように置
くこと。 

階
調
計

の
使
用

炭素鋼又はステンレス鋼等の撮影において、JIS Z3104 又は JIS Z3106
の規定により階調計を使用する場合には、当該 JIS に従い撮影するこ
と。 

針
金
形
透

過
度
計 

使
用
す
べ
き

透
過
度
計 

透過度計の構
造 

JIS Z2306「放射線透過試験用透過度計」によるもので
あること。 

階調計の構造 
JIS Z3104 又は JIS Z3106 に規定された階調計を使用
すること。 
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透
過
度
計
識
別

度 

炭素鋼又はス
テンレス鋼等 

JIS Z3104 又は JIS Z3106 の「附属書１、２、又は
３の透過写真の必要条件」Ａ級、Ｐ１級、Ｐ２級又
はＦ級に適合すること。ただし、構造上やむを得な
い場合であって、材厚 1.6mm 以下でγ線を用いた場
合は、0.32mm の線が識別できること。 

チタン等 JIS Z3107 の「透過写真の必要条件」に適合すること。

判
定
基
準 

次の１から３までのいずれにも適合すること。 
１ JIS Z3104-1995 の附属書４「透過写真によるきずの像の分類方法」の１類、

JIS Z3106-2001 の附属書４「透過写真によるきずの像の分類方法」の１類又
は JIS Z3107-1993 の附属書「透過写真によるきずの像の分類方法」の１類で
あること。ただし、ステンレス鋼等における第１種及び第４種のきずのきず点
数として算定しないきずの長径は、母材の厚さが 5mm 以下の場合にあっては、
母材の厚さの 0.1 倍とする。また、炭素鋼におけるタングステン巻込みは、第
１種のきずとみなし、そのきず点数を２分の１として判定するものとする。加
工第２種機器、加工第３種機器の場合にあっては、炭素鋼における第１種のき
ず、ステンレス鋼等における第１種及び第４種のきず並びにチタン等における
ブローホール及びタングステン巻込み（以下この表において「第１種のきず
等」という。）については、試験視野を３倍に拡大してきず点数を求め、その
３分の１の値をきず点数とすることができる。 

２ 第１種のきず等がある場合には、その長径は、それぞれのきずの隣接する他
の第１種のきず等との間の距離が 25mm 未満の場合にあっては母材の厚さの
0.2 倍(3.2mm を超える場合は、3.2mm)、隣接する他の第１種のきず等との間の
距離が 25mm 以上の場合にあっては母材の厚さの 0.3 倍（6.4mm を超える場合
は 6.4mm）の値を超えないこと。この場合において、１においてきず点数とし
て算定しないきずについては、きずとみなさない。 

３ 炭素鋼又はステンレス鋼等においては、母材の厚さの 12 倍の長さの範囲内に
連続して直線的に並んでいる第２種のきずであって、隣接する第２種のきずの
間の距離が長い方の第２種のきずの長さの６倍未満であるものの長さの合計が
母材の厚さを超えないこと。 

 

１１．機械試験 

機械試験は、溶接規格「Ｎ－４１１０ 機械試験」（別記－５ １．⑪参照）に次の要

件を付したものによること。この場合において、「継手区分Ａ」は「長手継手」に、「継手

区分Ｂ,継手区分Ｃ及び継手区分Ｄ」は「周継手」に読み替える。 

１）「表Ｎ－Ｘ１１０－１ 機械試験」において、「機器の区分」の欄の「クラス１容器、

クラスＭＣ容器」は「加工第１種容器」に、「クラス１配管」は「加工第１種管」に

読み替え、「クラス２容器」、「クラス３容器、クラス３相当容器」及び「クラス３配

管、クラス３相当管」は適用除外とする。この場合において、「クラス１配管」の「継

手区分Ｂ,継手区分Ｃ及び継手区分Ｄ」は「周継手（管台を取り付ける継手を除く。」

に読み替える。また、（注）５において、「発電用原子力機器に関する容器又は管の

破壊靱性試験であって、」は削る。 

２）「表Ｎ－Ｘ１１０－１ 機械試験」に、「表１－１１ 加工第２種容器及び加工第２

種管の機械試験」を加える。 

３）「表Ｎ－Ｘ１１０－２ 継手引張試験,型曲げ試験及びローラ曲げ試験」の「型曲げ

試験」及び「ローラ曲げ試験」の項中の表の「母材の区分」欄の「Ｐ－５２」は「Ｐ

－５２又はＰ－６１」に読み替える。 

４）「表Ｎ－Ｘ１１０－３ 破壊靭性試験」において、「機器の区分」の欄の「クラス１

容器」、「クラス１配管」、「クラスＭＣ容器」は適用除外とする。また、「クラス２容
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器、クラス３容器、クラス３相当容器、クラス２配管、クラス３配管及びクラス３

相当管」は「加工第１種容器及び加工第１種管」に読み替える。 

 

表１－１１ 加工第２種容器及び加工第２種管の機械試験 

区分 
試験の種類 

機器の区分 溶接部の区分 

加工第２種

容器 

胴の内径600mmを

超えるもの 

胴 長手継手及び周継

手の溶接部 

継手引張試験､型

曲げ試験 

管台及び管 長手継手の溶接部 

胴の内径が 600mm 以下のもの 

加工第２種管 長手継手の溶接部 継手引張試験､型

曲げ試験 

 

１２．再試験 

再試験は、溶接規格「Ｎ－４１２０ 再試験」（別記－５ １．⑫参照）に次の要件を

付したものによること。 

１）「表Ｎ－Ｘ１２０－１ 再試験」における破壊靭性試験の項の「クラス１容器」、「ク

ラス１配管」、「クラスＭＣ容器」は適用除外とする。 

２）同表中「クラス２容器、クラス３容器、クラス３相当容器、クラス２配管、クラス

３配管及びクラス３相当管」は「加工第１種容器及び加工第１種管」に読み替える。 

 

１３．溶接部の耐圧試験等 

溶接部の耐圧試験等については、次によること。 

１）「表１－１２ 耐圧試験」の機器の欄に掲げる容器又は管の溶接部（ライニング型貯

槽（コンクリート製の貯槽にステンレス鋼等の内張りを施した容器をいう。以下同

じ。）の溶接部を除く。）は、同欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の試験圧力の

欄に掲げる圧力で耐圧試験を行い、これに耐え、かつ、漏えいがないものでなけれ

ばならない。ただし、容器又は管の構造上当該圧力で試験を行うことが著しく困難

である場合であって、可能な限り高い圧力で試験を行い、これに耐え、かつ、漏え

いがなく、放射線透過試験、超音波探傷試験、磁粉探傷試験又は浸透探傷試験のう

ちいずれか適当な非破壊試験を行い、これに合格するときは、この限りでない。 

２）ライニング型貯槽の溶接部は、発泡試験（真空法）による漏えい試験を行い、これ

に合格するものでなければならない。ただし、構造上漏えい試験を行うことが著し

く困難である場合は、浸透探傷試験を行い、これに合格するときは、この限りでな

い。 

３）上記２）の漏えい試験は、「表１－１３ 漏えい試験」の発泡試験（真空法）の項の

試験の方法の欄に掲げる方法によって行うこととし、同項の判定基準の欄に掲げる

基準に適合するときは、これを合格とする。 

 

表１－１２ 耐圧試験 

機器 試験圧力 
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加
工
第
１
種
容
器
・
加
工
第
２
種
容
器 

加
工
第
３
種
容
器 

内圧を
受ける
もの 

開放容器 胴板の頂部（屋根がない場合は、
頂部の山形鋼の下部）より 50mm
下部（いっ出口がある場合は、い
っ出口の下部）まで液体を満た
したときの圧力 

その他のもの 最高使用圧力の 1.5 倍以上の水
圧（水圧で試験を行うことが困
難である場合は、最高使用圧力
の 1.25 倍以上の気圧） 

外圧を
受ける
もの 

内部が大気圧未満になることにより
大気圧により外圧を受けるもの（開放
容器を除く。） 

大気圧と内面に受ける圧力との
最高の差の 1.5 倍以上の水圧又
は気圧 

その他のもの 外圧と内面に受ける圧力との最
高の差の 1.5倍以上の水圧（水圧
で試験を行うことが困難である
場合は、当該差の 1.25 倍以上の
気圧） 

加
工
第
１
種
管
・
加
工
第
２
種
管 

内圧を
受ける
もの 

試験圧力の異なる容器又は管と一体
で試験を行う必要のあるもの（当該
容器又は管と直接接続される継手の
溶接部に限る。） 

低い方の試験圧力による水圧
（水圧で試験を行うことが困難
である場合は、気圧） 

開放容器に接続されるもの（当該容器
の静水頭圧以外の圧力が加わらない
部分に限る。） 

当該容器の胴板の頂部（当該容
器に屋根がない場合は、頂部の
山形鋼の下部）より 50㎜下部（い
っ出口がある場合は、いっ出口
の下部）まで液体を満たしたと
きの圧力 

その他のもの 最高使用圧力の 1.5 倍以上の水
圧（水圧で試験を行うことが困
難である場合は、最高使用圧力
の 1.25 倍の気圧） 

外圧を
受ける
もの 

内部が大気圧未満になることによ
り、大気圧により外圧を受けるもの
（開放容器に接続されるものであっ
て、当該容器の静水頭圧以外の圧力
が加わらない部分を除く。） 

大気圧と内面に受ける圧力との
最高の差の 1.5 倍以上の水圧又
は気圧 

その他のもの 外圧と内面に受ける圧力との最
高の差の 1.5倍以上の水圧（水圧
で試験を行うことが困難である
場合は、当該差の 1.25 倍以上の
気圧） 

加
工
第
３
種
管 

内圧を受けるもの 最高使用圧力の 1.25 倍以上の気
圧又は水圧 

外圧を
受ける
もの 

内部が大気圧未満になることによ
り、大気圧により外圧を受けるもの
（開放部により内部と外部が通じて
いる管を除く。） 

大気圧と内面に受ける圧力との
最高の差の 1.5 倍以上の気圧又
は水圧 

その他のもの 外圧と内面に受ける圧力との最
高の差の 1.25 倍以上の気圧又は
水圧 

（備考） 

１ 外圧を受けるものの試験圧力については、容器又は管の内部から加える圧力とすることができる。 

２ 最高使用圧力が 98kPa 未満の容器又は管にあっては、水圧による試験を気圧で行うことができる。

この場合における試験圧力は、水圧による試験の場合と同じ圧力とする。 
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表１－１３ 漏えい試験の方法と判定基準 

試験の種類 試験の方法 判定基準 
発泡試験 
（減圧法） 

試験圧力は大気圧より-20kPa 以
上低い圧力とすること。 

溶接部の欠陥からの漏えいによる発
泡が認められないこと。 
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溶接施工法認証標準 

 

 

１．溶接施工法の種類 

 溶接施工法の種類は、溶接規格「ＷＰ－２００ 溶接施工法の種類」（別記－５ ２．③

及び④参照）によること。 

 

２．確認事項 

溶接施工法における確認事項は、溶接規格「ＷＰ－３００ 確認事項」及び次の（１）～

（２２）によること。この場合において、再処理第１種機器及び腐食環境の厳しい再処理第

２種機器の接液側に使用する溶接材料を加工施設等に使用する場合は、表１－３～表１－

６に適合する材料とすること。ただし、十分な強度及び耐食性を有することが確認された場

合はこの限りではない。 

 

（１）溶接方法 

溶接方法の区分は、溶接規格「ＷＰ－３０１ 溶接方法」に次の要件を付したものによ

ること。 

１）「クラス１容器及びクラス２容器」とあるのは「加工第１種機器」に読み替える。 

 

（２）母材 

母材は、溶接規格「ＷＰ－３０２ 母材」によること。この場合において、「表ＷＰ－３

０２－１ 母材の区分」の「母材」欄に「Ｐ－６１」を、同表「種類」欄に「ジルコニウ

ム」を加える。 

母材の区分 グループ 種類 

Ｐ－６１ － ジルコニウム 

 

（３）溶接棒 

溶接棒は、溶接規格「ＷＰ－３０３ 溶接棒」によること。 

 

（４）溶接金属 

溶接金属は、溶接規格「ＷＰ－３０４ 溶接金属」によること。 

 

（５）予熱 

予熱は、溶接規格「ＷＰ－３０５ 予熱」によること。 

 

（６）溶接後熱処理 

溶接後熱処理は、溶接規格「ＷＰ－３０６ 溶接後熱処理」（別記－５ ２．②参照）に

よること。 
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（７）シールドガス 

シールドガスは、溶接規格「ＷＰ－３０７ シールドガス」によること。 

 

（８）裏面からのガス保護 

裏面からのガス保護は、溶接規格「ＷＰ－３０８ 裏面からのガス保護」によること。 

 

（９）溶加材 

溶加材は、溶接規格「ＷＰ－３０９ 溶加材」によること。この場合において、「表ＷＰ

－３０９－１ 溶加材もしくはウェルドインサート又は心線の区分」の「溶加材又はウェ

ルドインサート」欄に「Ｒ－６１」を、「心線の区分」欄に「Ｅ－６１」を、また、「種類」

の欄に「ジルコニウム」を加える。 

溶加材又はウェルドインサート 心線の区分 種類 

Ｒ－６１ Ｅ－６１ ジルコニウム 

 

（１０）ウェルドインサート 

ウェルドインサートは、溶接規格「ＷＰ－３１０ ウェルドインサート」によること。

この場合において、「表ＷＰ－３０９－１ 溶加材もしくはウェルドインサート又は心線

の区分」の「溶加材又はウェルドインサート」欄に「Ｒ－６１」を、「心線の区分」欄に「Ｅ

－６１」を、また、「種類」の欄に「ジルコニウム」を加える。 

溶加材又はウェルドインサート 心線の区分 種類 

Ｒ－６１ Ｅ－６１ ジルコニウム 

 

（１１）電極 

電極は、溶接規格「ＷＰ－３１１ 電極」によること。 

 

（１２）フラックス 

フラックスは、溶接規格「ＷＰ－３１２ フラックス」によること。 

 

（１３）心線 

心線は、溶接規格「ＷＰ－３１３ 心線」によること。この場合において、「表ＷＰ

－３０９－１ 溶加材もしくはウェルドインサート又は心線の区分」の「溶加材又はウ

ェルドインサート」欄に「Ｒ－６１」を、「心線の区分」欄に「Ｅ－６１」を、また、

「種類」の欄に「ジルコニウム」を加える。 

溶加材又はウェルドインサート 心線の区分 種類 

Ｒ－６１ Ｅ－６１ ジルコニウム 

 

（１４）溶接機 

  溶接機は、溶接規格「ＷＰ－３１４ 溶接機」によること。 
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（１５）層 

 層は、溶接規格「ＷＰ－３１５ 層」によること。 

 

（１６）母材の厚さ 

母材の厚さは、溶接規格「ＷＰ－３１６ 母材の厚さ」によること。 

 

（１７）ノズル 

ノズルは、溶接規格「ＷＰ－３１７ ノズル」によること。 

 

（１８）電圧及び電流 

 電圧及び電流は、溶接規格「ＷＰ－３１８ 電圧及び電流」によること。 

 

（１９）揺動 

揺動は、溶接規格「ＷＰ－３１９ 揺動」によること。 

 

（２０）あて金 

あて金は、溶接規格「ＷＰ－３２０ あて金」によること。 

 

（２１）リガメントの幅 

リガメントの幅は、溶接規格「ＷＰ－３２１ リガメントの幅」によること 

 

（２２）衝撃試験 

衝撃試験は、溶接規格「ＷＰ－３２２ 衝撃試験」によること。ただし、「各機器におけ

る衝撃試験温度は次の通りとする。」は適用除外とする。 

 

３．確認試験 

３．１ 試験材の厚さ及びその取付け方法 

（１）試験材の厚さ 

試験材の厚さの区分は、溶接規格「ＷＰ－４１１ 試験材の厚さ」によること。 

（２）試験材の取付方法 

試験材の取付方法の区分は、溶接規格「ＷＰ－４１２ 試験材の取付け方法」による

こと。 

 

３．２ 試験片の種類、数及び採取位置 

 試験片の種類、数及び採取位置の区分は、溶接規格「ＷＰ－４２０ 試験片の種類・数

及び採取位置」によること。 

 

４．試験片の形状・寸法及び試験方法並びに試験結果の判定基準 

４．１ 試験片の形状・寸法及び試験方法 
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試験片の形状・寸法及び試験方法は、溶接規格「ＷＰ－５１０ 試験片の形状・寸法

及び試験方法」に次の要件を付したものによること。 

１）「表ＷＰ－４００－１ 継手引張試験、型曲げ試験、ローラ曲げ試験方法及び衝撃試

験」の「試験の方法」の欄の表中の「Ｐ－５２」は、「Ｐ－５２及びＰ－６１」に読

み替える。 

２）チタン又はチタン合金及びジルコニウムについては、溶接終了後に溶接部の色調検

査を行う。 

 

４．２ 判定基準 

判定基準は、溶接規格「ＷＰ－５２０ 判定基準」に、次の要件を付したものによる

こと。 

１）「表ＷＰ－４００－１ 継手引張試験、型曲げ試験、ローラ曲げ試験方法及び衝撃試

験（１／３）」の「継手引張試験」項の「判定基準」欄の「材料規格Ｐａｒｔ ３ 第

１章表４又は表７」は「母材の規格」に読み替える。 

２）チタン又はチタン合金及びジルコニウムの色調検査の判定基準については、表２－

１及び表２－２のとおりとする。ジルコニウムの場合には、紫又は青から青白又は

灰色の間の色調については、明らかに紫又は青と同等の延性を有すると確認できた

場合にのみ、合格とする。 

 

表２－１ 溶接部の変色程度と判定基準（チタン及びチタン合金の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－２ 溶接部の変色程度と判定基準（ジルコニウムの場合） 

溶接部の変色程度 合否 

銀色 

金色又は麦色 

紫又は青 

合格 

青白又は灰色 

白又は黄白 

不合格 

 

溶接部の変色程度 合否 
銀色 
金色又は麦色 
紫 
青 

合格 

青白 
暗灰色 
白 
黄白 

不合格 
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溶接士技能認証標準 

 

１．溶接士の種類及び有効期間 

 溶接士の種類は、自動溶接機を用いない溶接士（手溶接士及び半自動溶接士）及び自

動溶接機を用いる溶接士（自動溶接士）とし、資格の有効期限は「別記－５ ３．（４）

溶接士技能認証標準に適合する溶接士技能の有効期間」によること。 

 

２．自動溶接機を用いない溶接士 

２．１ 確認事項 

自動溶接機を用いない溶接士の技能の確認は、次に掲げる事項について、それぞれ

定める事項の区分の組合せが異なるごとに行うものとする。 

 

（１）溶接方法 

溶接方法は、溶接規格「ＷＱ－３１１ 溶接方法」によること。 

 

   （２）試験材及び溶接姿勢 

試験材及び溶接姿勢は、溶接規格「ＷＱ－３１２ 試験材及び溶接姿勢」（別記－

５ ３．（１）①参照」に、次の要件を付したものによること。 

１）別記－５「別表第１ 試験材及び溶接姿勢の区分」に「表３－１ 試験材及

び溶接姿勢の区分（自動溶接機を用いない溶接士）」を追加する。 

２）別記－５「別表第１ 試験材及び溶接姿勢の区分」において、「アルミニウム

又はアルミニウム合金以外」の項の「Ｗ－３（外径 150～170mm で厚さ 10～

12mm の管）」は「Ｗ－３（外径 150～170mm で厚さ 9～11mm の管）」に読み替え、

「アルミニウム又はアルミウム合金」の項を削る。 

 

 

表３－１ 試験材及び溶接姿勢の区分（自動溶接機を用いない溶接士） 

試験材の区分 溶接姿勢 

Ｗ－３－００ 

（外径 100～120mm で厚さ 4～5.3mm の管及び 

外径 27.2～48.6mm で厚さ 2.5～3.7mm の管） 

ｒ 
有壁水平固定及び 

有壁鉛直固定 

ｅ 
水平固定及び 

鉛直固定 

 

次表はジルコニウムに限る。 

試験材の区分 溶接姿勢 

Ｗ－０ 

（厚さ 3～3.2 mm の板） 

ｆ 下向 

ｖ 立向 

ｈ 横向 

ｏ 上向 

Ｗ－１ 

（厚さ 9mm の板） 

ｆ 下向 

ｖ 立向 
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ｈ 横向 

ｏ 上向 

Ｗ－２ 

（厚さ 25mm 以上の板） 

ｆ 下向 

ｖ 立向 

ｈ 横向 

ｏ 上向 

Ｗ－３－００ 

（外径 100～120mm で 

厚さ 4～5.3mm の管及び外

径 27.2～48.6mm で厚さ

2.5～3.7mm の管） 

ｒ 
有壁水平固定及び 

有壁鉛直固定 

ｅ 

水平固定及び 

鉛直固定 

Ｗ－３－０ 

（外径 100～120mm で 

厚さ 4～5.3mm の管） 

ｒ 
有壁水平固定及び 

有壁鉛直固定 

ｅ 
水平固定及び 

鉛直固定 

Ｗ－４ 

（外径 200～300mm で厚さ

20mm 以上の管） 

ｒ 
有壁水平固定及び 

有壁鉛直固定 

ｅ 
水平固定及び 

鉛直固定 

Ｗ－５ 

（管と管板の 

取り付け溶接） 

ｆ 下向 

vh 立向及び横向 

ｏ 上向 

 

（３）溶接棒、溶加材（ウェルドインサートを含む。）又は心線 

溶接棒、溶加材（ウェルドインサートを含む。）又は心線は、溶接規格「ＷＱ－３

１３ 溶接棒、溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心線」によること。この

場合において、「表ＷＱ－３１３－２ 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心

線の区分」の「溶加材の区分」の欄に「Ｒ－６１」を「心線の区分」の欄に「Ｅ－６

１」を「種類」の欄に「ジルコニウム」を加える。 

溶加材の区分 心線の区分 種類 
Ｒ－６１ Ｅ－６１ ジルコニウム 

 

（４）母材 

母材の区分は、溶接規格「ＷＱ－３１４ 母材」によること。この場合において、

「表ＷＱ－３１４－１ 母材の区分」の「母材のグループ区分」の欄に「Ｐ－６１

（ジルコニウム）」を、「母材の区分」の欄に「Ｐ－６１」を加える。 

母材のグループ区分 母材の区分
Ｐ－６１（ジルコニウム） Ｐ－６１ 

 

２．２ 確認試験の方法及びその判定基準 

確認試験の方法（要領や溶接上の注意事項など）及び判定基準は次によること。 

 

２．２．１ 試験材の種類がアルミニウム、アルミニウム合金又はチタン以外のものの

場合 

（１）確認試験要領 
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確認試験要領は、溶接規格「ＷＱ－３２１（１）確認試験要領」に次の要件を付

したものによること。 

１）図ＷＱ－３２１－４中「Ｗ－３－０」は「Ｗ－３－０e」に読み替える。 

２）図ＷＱ－３２１－５中「Ｗ－３」は「Ｗ－３e」に読み替える。 

３）図ＷＱ－３２１－６中「Ｗ－４」は「Ｗ－４e」に読み替える。 

４）「Ｗ－３－００e」は「Ｗ－３－０e」の試験材料に加えて、図３－１ W-3-00e

試験材の試験材料を追加して試験を行う。 

５）「Ｗ－３－００r」は「図３－２ Ｗ-3-00ｒの溶接上の注意、試験材の寸法、

取り付け方法及び試験片採取位置」によること。 

 

                                                         ℓ             ℓ 
 
 
 
 
          D 
                      t 
  
 
 

 

図３－１  W-3-00e 試験材 

 

（２）溶接上の注意 

溶接上の注意は、溶接規格「ＷＱ－３２１（２）溶接上の注意」による。この

場合において、次の６）及び７）を追加する。 

６）Ｗ－３－００eの場合 

溶接材料を適切な方法を用いて、「図 ＷＱ－３１２－２ 管の溶接姿勢」

のように水平に固定し水平固定全姿勢で溶接する。 

７）Ｗ－３－０r 、Ｗ－３ｒ又はＷ－４ｒの場合 

試験材の種類、溶接姿勢及び試験片採取位置は、別記－５ 別図による

こと。 

  

ℓ：長さ約 125mm  

D：27.2～48.6 ㎜ 

t：2.5～3.7 ㎜ 
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(1)外径 100～120(W-3-00r)の管 

a) 天井 

                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)外径 27.2～48.6(W-3-00r)の管 
              約 125         約 125 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－２ W-3-00r の溶接上の注意、試験材の寸法、取付け方法及び試験片採取位置 

 

１． 寸法の単位は、㎜とする。 

２． 試験材は、適当な方法を用いて図ａ）のように水平に固定してＢＣ及びＢＡ間を溶接する。

次に図ｂ）のように試験材を鉛直に固定してＡＤＣ間を溶接する。 

30
0 

45°

45° 

45° 

45° 

約 125 

300 

150 以下 

約 125 

300 

裏曲げ

裏曲げ 

裏曲げ 

裏曲げ 

30
0 

A 

B  

C 

D

水平管では天井、鉛直管では壁 

水
平

管
で
は

壁
、

鉛
直

管
で

は
床

 

溶接姿勢は、水平固定

全姿勢とする。  
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（３）試験片の準備 

試験片の準備は、溶接規格「ＷＱ－３２１（３）試験片の準備」に次の要件を付

したものによる。 

１）「 1) 曲げ試験片」の「図 ＷＱ－３２１－１、図 ＷＱ－３２１－２、 Ｗ

Ｑ－３２１－３、図 ＷＱ－３２１－４、 ＷＱ－３２１－５又は図－ＷＱ

－３２１－６」とあるのは「図 ＷＱ－３２１－１～図 ＷＱ－３２１－６

又は「図３－１ W-3-00e  試験材」に読み替える。 

２）「 2) 試験片の仕上げ」において「図 ＷＱ－３２１－１～図 ＷＱ－３２

１－６」とあるのは「図 ＷＱ－３２１－１～図 ＷＱ－３２１－６及び図

３－１ W-3-00e 試験材」に読み替える。 

 

（４）試験方法 

試験方法は、溶接規格「ＷＱ－３２１（４）試験方法」によること。 

 

（５）合否判定基準 

合否判定基準は、溶接規格「ＷＱ－３２１（５）合否判定基準」に次の要件を

付したものによる。 

１）試験材の区分が、「表３－１ 試験材及び溶接姿勢の区分（自動溶接機を用

いない溶接士）」に掲げるＷ－３－００（小径管 27.2mm～48.6mm）にあって

は、次の①及び②によること。 

① 外観検査において裏波ビードが正常であること。 

② 浸透探傷試験を行い、これに合格すること。浸透探傷試験の方法及び判定基

準は管と管板の取付け溶接の場合の浸透探傷試験によること。 

 

２．２．２ 試験材の種類がチタンのものの場合 

（１）確認試験要領 

確認試験要領は、溶接規格「ＷＱ－３２３（１）確認試験要領」に、次の要件を

付したものによること。 

１）「図ＷＱ－３２３－３」の「Ｗ－２３」は「Ｗ－２３e」に読み替える。 

２）「図ＷＱ－３２３－４」の「Ｗ－２４」は「Ｗ－２４e」に読み替える。 

 

（２）溶接上の注意 

溶接上の注意は、溶接規格「ＷＱ－３２３（２）溶接上の注意」による。

この場合において、Ｗ－２３ｒ及びＷ－２４ｒの場合は、試験材の種類、溶接

姿勢及び試験材採取位置は、別記－５ 別図のとおりとすること。 

 

（３）試験片の準備 

試験片の準備は、溶接規格「ＷＱ－３２３（３）試験片の準備」による。 

 

（４）試験方法 
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試験方法は、溶接規格「ＷＱ－３２３（４）試験方法」による。 

 

（５）合否判定基準 

合否判定基準は、溶接規格「ＷＱ－３２３（５）合否判定基準」による。 

 

２．２．３ 試験材の種類がジルコニウムのものの場合  

（１）確認試験要領 

確認試験要領は、溶接規格「ＷＱ－３２１（１）確認試験要領」を参考とするか

又は適切な確認試験要領にて実施すること。 

 

（２）溶接上の注意  

溶接上の注意、試験材の種類、溶接姿勢及び試験片採取位置は、溶接施工方法

に適した要領で実施すること。 

 

（３）試験片の準備 

試験片の準備は、溶接規格「ＷＱ－３２１（３）試験片の準備」の 1)～3)を参考

とするか又は適切な方法にて実施すること。 

 

（４）試験方法 

試験方法は、溶接規格「ＷＱ－３２３（４）試験方法」を参考とするか又は適切

な方法にて実施すること。 

 

（５）合否判定基準 

合否判定基準は、溶接規格に準拠した場合は、溶接規格「ＷＱ－３２３（５）合否

判定基準」による。なお、ジルコニウムの色調検査については、「表２－４ 溶接部の

変色程度と判定基準（ジルコニウムの場合）」による。 

 

２．３ 作業範囲 

自動溶接機を用いない作業範囲は、、別記－５「別表第２ 試験材及び溶接姿勢の区

分と作業範囲」によること。この場合において、同表（１／２）の「アルミニウム又は

アルミニウム合金以外」は適用除外とし「表３－５ 作業範囲」を適用する。 
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表３－５ 作業範囲 

試験材の区分 溶接姿勢の区分 作業範囲 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
、
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
、
チ
タ
ン
又
は
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
以
外 

Ｗ－０ 
（厚さ 3.0～3.2 

mm の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 7mm 未満 
v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが

7mm 未満 
h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが

7mm 未満 
o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが

7mm 未満 
Ｗ－１ 

（厚さ 9mm の板） 
f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 4mm 以上 19mm

未満 
v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが

4mm 以上 19mm 未満 
h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが

4mm 以上 19mm 未満 
o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが

4mm 以上 19mm 未満 
Ｗ－２ 

（厚さ 25mm 以上

の板） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さが 4mm 以上 
v 立 向 板についての立向き姿勢で母材の厚さが

4mm 以上 
h 横 向 板についての横向き姿勢で母材の厚さが

4mm 以上 
o 上 向 板についての上向き姿勢で母材の厚さが

4mm 以上 
Ｗ－３－００ 
（ 外 径 100 ～

120mm で厚さ 4.0

～5.3mmの管及び

外 径 27.2 ～

48.6mm で 厚 さ

2.5～3.7mmの管） 

r 有壁水平固定及び

有壁鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが llmm

未満 
e 水平固定 

及び鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが 1lmm

未満（拘束のある場合を除く。） 

Ｗ－３－０ 
（ 外 径 100 ～

120mm で厚さ 4.0

～5.3mm の管） 

r 有壁水平固定及び

有壁鉛直固定 
姿勢の制限がなく、外径 50mm 未満の管

（再処理第１種機器及び再処理第２種機

器に限る。）を除き、母材の厚さが 11mm

未満 
e 水平固定 

及び 

鉛直固定 

姿勢の制限がなく、外径 50mm 未満の管

（再処理第１種機器及び再処理第２種機

器に限る。）を除き、母材の厚さが 11mm

未満（拘束のある場合を除く。） 
Ｗ－３ 

（ 外 径 150 ～

170mm で厚さ 9～

11mm の管） 

r 有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定

姿勢の制限がなく、母材の厚さが 4mm 以

上 l9mm 未満 
e 水平固定 

及び鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが 4㎜以

上 l9mm 未満（拘束のある場合を除く。）

Ｗ－４ 
（ 外 径 200 ～

300mm で 厚 さ

20mm 以上の管） 

r 有壁水平固定 

及び有壁鉛直固定

姿勢の制限がなく、母材の厚さが 4mm 以

上 
e 水平固定 

及び鉛直固定 
姿勢の制限がなく、母材の厚さが 4mm 以

上（拘束のある場合を除く。） 
Ｗ－５ f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さに制限なし 
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（管と管板の取

り付け溶接） 
v
h 

立向及び横向 管板を立てて溶接する姿勢で母材の厚さ

に制限なし 
o 上 向 上向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

Ｗ－６ 
（クラッド溶接） 

f 下 向 下向き姿勢で母材の厚さに制限なし 
v 立 向 立向き姿勢で母材の厚さに制限なし 
h 横 向 横向き姿勢で母材の厚さに制限なし 
o 上 向 上向き姿勢で母材の厚さに制限なし 

 

２．４ 資格表示 

本試験に合格した溶接士技能の資格表示は、溶接規格「ＷＱ－４４０ 資格表示」

によること。 

 

３．自動溶接機を用いる溶接士 

自動溶接機を用いる溶接士の技能の確認は溶接規格「ＷＱ－４００ 自動溶接機を用い

る溶接士」によること。 

 

３．１ 確認事項 

自動溶接機を用いる溶接士の技能の確認は、次に掲げる事項について、それぞれ定める    

事項の区分の組合せが異なるごとに行うものとする。 

 

（１）溶接の方法 

溶接方法は、溶接規格「ＷＱ－４１１ 溶接の方法」によること。 

 

３.２ 確認試験の方法及びその判定基準 

確認試験の方法（要領や溶接上の注意事項など）及び判定基準は溶接規格「ＷＱ－４

２０ 確認試験の方法と判定基準」によること。 

 

３.３ 作業範囲 

自動溶接機を用いる溶接士の作業範囲は、溶接規格「ＷＱ－４３０ 作業範囲」によ

る（別記－５ ３．（１）④参照）。 

 

３.４ 資格表示 

   本試験に合格した溶接士技能の資格表示は、溶接規格「ＷＱ－４４０ 資格表示」

によること。 

 


